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1. はじめに 
1.1 研究背景 

世界では、十分な食料を入手できない状況にあ

る人々が 8 億人もいる一方で、生産された食料の

約 3 分の 1 が廃棄されている(1)(2)。日本では平成

25 年時点で、消費や加工される年間約 8291 万ト

ンの食料のうち、3 割にあたる 2842 万トンが廃棄

されている(3)。このうち、可食部分の廃棄である

食品ロスは 646 万トンもあり、大きな問題となっ

ている。この食品ロスは日本以外でも多く発生し

ており、近年では世界中で食品ロス削減への関心

が高まっている。 

この食品ロスの原因の一つに、日本の食品業界

における 3 分の 1 ルールという商慣習がある。製

品の賞味期限を 3 等分し、最初の期間をメーカー

から小売への納品期間とし、次の期間を小売にお

ける販売期間とする商習慣である。このため賞味

期限前でも納品期限切れや販売期間切れで未出荷

廃棄や返品が発生し、最終的に可食部分の廃棄で

ある食品ロスにつながっていると指摘されている。 

このため商慣習の見直しが必要との認識が高ま

り、パイロットプロジェクトとして 2013 年 8 月か

ら 2014 年 2 月までの約半年間、国の支援のもとに

飲料と菓子の納品期限を賞味期限の 3 分の 1 から

2 分の 1 以上に緩和する実証実験が行われた（図

１）。 

そして、実証実験の結果、飲料及び賞味期限 180

日以上の菓子について、納品期限を緩和すること

により返品や未出荷廃棄の削減が可能であること

が分かり、食品ロスの削減効果が確認された(4)。 

しかし、この実証実験で検討されなかった賞味

期限が短い日配品等には納品期限の緩和が効果を

もたらすのか、納品期限の緩和以外の対策は何か、

引き続き検討すべき課題が残されている。 

 
図１ 実証実験における納品期限の緩和 

 

1.2 研究目的 

そこで本研究では、食品製造業を対象とした納

品期限緩和が未出荷廃棄量に与える効果を明らか

にし、納品期限緩和となる商慣習の見直しのほか

にどのような対策が有効であるか検討することを

目的とする。具体的には、出荷されずに廃棄され

る製品である未出荷廃棄量を対象に、食品製造業

における生産・出荷を模擬したシミュレータを作

成する。そして、下記の 5 つの項目が未出荷廃棄

量に与える影響について感度分析を行う。 

  納品期限（3 分の 1 ルールの見直しに相当） 

  賞味期限 

  生産期間 

  販売期間 

  需要のばらつき（予測誤差のばらつきに相当） 

また、パイロットプロジェクトでは検討されて

いない日配品（豆腐、豆腐、牛乳を含む乳製品、

納豆など）に関する納品期限緩和の未出荷廃棄量

削減等の比較、検討を行う。 

 

2．未出荷廃棄シミュレータ 

未出荷廃棄シミュレータは、食品製造業におけ

る生産、出荷に基づく在庫の推移及び納品期限に
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よる在庫の廃棄を模擬する。図 2 に示すように食

品製造業は、販売期間中の小売業からの注文量を

予測し、これに基づく製品の生産量を決定する。

そして、生産期間後に生産された製品を在庫とし

て保管し、小売業からの注文に応じて納品する。

また、納品期限の時点で期限を迎えた製品在庫は

未出荷廃棄として廃棄される。 

なお、本研究で用いる用語の意味及び記号は下

記のとおりである。 

 廃棄までの期間（A） 

製品の生産終了から納品期限までの期間で、

賞味期限と納品期限ルール(例えば 3 分の 1

ルール)から決定される。 

 生産期間（LT） 

製品を生産するための期間を表し、生産開始

から生産終了までの期間を指す。 

 販売期間（O） 

製品の生産終了から次回の生産終了までの

期間で、小売業からの注文に対応する期間を

意味する。生産終了から次の生産終了までの

期間を指す。 

 廃棄残り期間（X） 

生産開始時点（2 回目以降）から直近の納品

期限までの期間を表す。 

この未出荷廃棄量シミュレータを用いて、納品

期限緩和等が未出荷廃棄量に与える効果を確認す

る。そのほか、本シミュレータでは、小売業から

の注文量が正規分布にしたがうとして表現すると

ともに、生産された製品は納品期限がくるまで製

造日が古い製品から順に納品されるとする。 

 

 

図 2 生産及び出荷に基づく在庫の推移 

 

3．未出荷廃棄シミュレータを用いた感度

分析 

3.1 感度分析の検討項目 

感度分析として下記の 5 つの項目が未出荷廃棄

量に与える影響について検討する。 

 賞味期限 

 廃棄までの期間（A） 

 生産期間（LT） 

 販売期間（O） 

 需要のばらつき（標準偏差） 

また、未出荷廃棄シミュレータの初期設定は下

記のとおりである。 

賞味期限：72 日（廃棄までの期間（A）：24 日） 

生産期間（LT）：12 日 

販売期間（O）：24 日 

注文量（需要） 

平均：50 個/日、標準偏差：10 個/日 

なお、紙面の都合から未出荷廃棄量の削減に顕

著な効果が見られた生産期間（LT）以外の項目に

関する感度分析の結果を示す。 

 

3.2 感度分析の結果 

（1）賞味期限 

図 3 に賞味期限を延長させた場合の未出荷廃棄

量の変化を示す。図 3 より、賞味期限が延長され

ることにより、未出荷廃棄量が減少することが分

かる。特に、76 日から 80 日の間で急激で段階的

な減少が見られることが分かった。これは賞味期

限の延長で廃棄までの期間（A）延びたことが影響

している。それでも、賞味期限の延長は納品期限

の緩和は非常に大きな効果をもたらすことが分か

った。 

 

図 3 賞味期限の影響 
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（2）廃棄までの期間（A） 

図 4 に廃棄までの期間を延長させた場合（3 分

の 1 ルールの見直しによる納品期限の緩和）の未

出荷廃棄量の変化を示す。図 4 より、廃棄までの

期間が延長されることにより、未出荷廃棄量が減

少することが分かる。特に、24 日から 26 日の間

で急激な減少が見られることが分かった。今回の

場合では、納品期限を 2 分の 1 ルールに見直しし

た場合が、36 日に相当することから、納品期限の

緩和は非常に大きな効果をもたらすことが分かっ

た。 

図 4 廃棄までの期間（A）の影響 

 

（3）販売期間（O） 

図 5 に販売期間を短縮させた場合の未出荷廃棄

量の変化を示す。図より、販売期間が短縮される

ことにより、未出荷廃棄量が減少することが分か

る。特に、24 日から 22 日の間で急激な減少が見

られることが分かった。 

 

 

図 5 販売期間（O）の影響 

 

 

（4）需要のばらつき 

図 6 に需要のばらつきを変化させた場合の未出

荷廃棄量の変化を示す。図より、需要のばらつき

が大きくなるほど、未出荷廃棄量が増加すること

が分かる。今回の場合では、比例して増加してい

る。このことから、小売業からの注文量を予測す

る精度を高めることができれば、未出荷廃棄量の

削減に有効であることが分かった。 

 

 

図 6 需要のばらつきの影響 

 

4. 製品別の未出荷廃棄量の比較 

次に、表 1 に示す生産期間等の異なる製品を対

象に、納品期限の緩和等による未出荷廃棄量の削

減効果を比較する。そして、製品の特徴に応じた

有効な対策について検討する。なお、需要に関す

る未出荷廃棄シミュレータの初期設定は全ての製

品で 3.1 節に示すとおりである。 

 

表 1 製品別の生産期間等の一覧 

 

 

図 6 に納品期限を 2 分の 1 に緩和した場合の製

品別の未出荷廃棄量の削減量を示す。図 7 より、4

つ全ての製品において総生産量の約 1～3％相当

の未出荷廃棄量が削減されていることが分かり、

納品期限の緩和が有効であることが分かった。特

に、パンなどの賞味期限に対して相対的に生産期

間が長い製品で有効であった。 
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図 7 製品別の削減量の比較 

 

そして、販売期間及び需要のばらつきについて

は、全ての製品において感度分析で示した結果と

同様の傾向を示し、販売期間の短縮等の対策が未

出荷廃棄量の削減に有効であることが確認できた。 

 

5. おわりに 

本研究では、食品製造業の未出荷廃棄を対象に、

納品期限緩和等の対策が廃棄量削減に与える影響

について検討を行った。具体的には、食品製造業

における生産、出荷に基づく在庫の推移及び納品

期限による在庫の廃棄を模擬する未出荷廃棄シミ

ュレータを作成し、賞味期限の延長や納品期限の

緩和、そして販売期間の短縮等が未出荷廃棄量に

与える影響について検討した。また、検討されて

いない日配品（豆腐、豆腐、牛乳を含む乳製品、

納豆など）に関する納品期限緩和等の未出荷廃棄

量削減を比較、検討した。 

その結果、全ての製品で賞味期限の延長、納品

期限の緩和は未出荷廃棄量の削減に効果があるこ

とが分かった。特に、パンなどの賞味期限に対し

て相対的に生産期間が長い製品では、未出荷廃棄

量の削減がより顕著であった。また、納品期限緩

和の実施の有無に関わらず、全ての製品で販売期

間の短縮が未出荷廃棄量の削減に有効であること

が分かった。さらに、全ての製品で需要のばらつ

きの縮小が未出荷廃棄量に比例的な効果がありこ

とが分かった。 

主な未出荷廃棄量の削減への改善策としては、

メーカーによる製品の品質改良、包装資材の改善

などの品質の向上対策が賞味期限の延長に有効で

あると考えられる。また、食品製造業だけでなく、

実証実験のようにフードサプライチェーン全体で

の取り組みが納品期限緩和には必要である。 

多頻度生産と必要在庫量削減で過剰生産を防ぐ

対策が販売期間の短縮に有効といえる。最後に、

小売業からの販売計画情報、販売実績情報などの

共有によって需要予測精度を向上させることが需

要のばらつきの縮小化に有効といえる。 

以上の改善策が未出荷廃棄量の削減につながる

と考えられる。 
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